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①︓調達先の多⾓化等による資源・燃料の安定的な調達

 ロシアによるウクライナ侵略などの有事においても資源・燃料の安定的な調達を確保するため、リスク分
散の観点から資源・燃料の調達先の多⾓化等が重要となる。

 このため、短期的には⽣産国への増産働きかけや必要なLNGの確保に向けた⽀援強化、中⻑期的に
はLNG確保に向けた国の関与強化に加え、上中流権益の確保策等について検討を加速化し、早期
具体化を図る。

＜例＞
短期

アジア主要国とも連携した上流投資、緊急時相互⽀援の検討、⽣産国への増産働きかけ
天然ガスについて、事業者間融通の枠組の創設
必要なLNGの確保に向けた⽀援強化

中⻑期
JOGMEC等による上中流開発の⽀援強化
※ ⽯油・天然ガスの⾃主開発⽐率について、2030年に50%以上を⽬指す

LNG確保に向けた国の関与強化
鉱物資源のサプライチェーン強靭化に向けた⽀援強化
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②省エネをはじめとする需要側の取組の抜本強化

 資源燃料の調達リスクが⾼まる中、エネルギーの安定供給確保に向け、需要サイドにおける徹底した
省エネの更なる追求は不可⽋。

 このため、家庭・産業・運輸の各分野における需要サイドの省エネ対策の抜本強化策や、ディマンド・リ
スポンス（DR）を促進する⽅策等について検討を加速化し、早期具体化を図る。

（例）
短期

需給ひっ迫時に需要抑制した需要家に対して対価を⽀払う、対価型のDRの普及拡⼤
リフォーム・中⼩企業の設備更新等、需要サイドの省エネ・脱炭素投資の徹底的な拡⼤
節電プログラムや広報を通じた消費者の⾏動変容の促進、⼩売電気事業者等の格付け
⾃治体による省エネ家電買換え⽀援等、地域の実情に応じた家庭部⾨の省エネ促進
燃料調達リスク等の顕在化に備えた、⼤規模な都市ガスの供給停⽌を防ぐための⽅策の検討

中⻑期
業種毎のエネルギー効率化⽬標を基準とする規制・⽀援⼀体型の省エネ投資促進策の創設
改正省エネ法（⼤規模需要家への中⻑期計画提出・報告等の義務づけ）施⾏等を通じた
産業界の⾮化⽯利⽤への転換推進、DRの加速化
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③再⽣可能エネルギーの最⼤限導⼊

 再エネはエネルギー安全保障に寄与する重要な国産エネルギー源であり、導⼊拡⼤はエネルギー源の
多様化にも資することから、S＋3Eを⼤前提に、再エネを主⼒電源化する必要がある。

 このため、地域と共⽣可能な事業規律の強化を⼤前提に、再エネの最⼤限活⽤に向けて、FIT・FIP
制度に加え、更なる再エネ普及促進策、変動性を補う調整⼒の確保策について検討を加速化し、早
期具体化を図る。
例.
短期
太陽光の出⼒維持に向けた点検強化や、ベストプラクティスの共有を通じた発電量の安定化

中⻑期
適切な再エネの導⼊・管理など、再エネ事業の規律強化に向けた制度的措置の整備
需要家と連係した蓄電池併設型太陽光への導⼊⽀援
FIT・FIP制度における蓄電池設置ルール⾒直しによる蓄電池の導⼊促進
既設再エネの最⼤限活⽤に向けた増出⼒・⻑期運転に向けた追加投資の促進
洋上⾵⼒発電の導⼊加速化（浮体式洋上⾵⼒の社会実装⽀援拡充、地域理解の醸成・
⽇本版セントラル⽅式による案件組成強化等）
太陽光発電の導⼊加速化（FIT制度の活⽤等による建築物の屋根への導⼊強化、出⼒増
加への⽀援、次世代型太陽光の早期の社会実装等）





 FIT制度において⼀定の集合住宅に係る地域活⽤要件の緩和や屋根への導⼊に係る⼊札免除や、
ZEHに対する補助、初期費⽤を低減した太陽光発電の導⼊モデルの構築に向けた補助⾦、認定低
炭素住宅に対する住宅ローン減税における借⼊限度額の上乗せ措置等により、住宅や⼯場・倉庫な
どの建築物への太陽光の導⼊を促進。
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（参考）太陽光の屋根への導⼊・⾃家消費モデル普及の促進

FIT制度
 住宅等に設置された太陽光発電で発電された電気を買

い取ることにより安定的な運営を⽀援。
【2022年度の買取価格】
・住宅⽤（10kW未満）17円/kWh（買取期間10年）
・事業⽤（10-50kW）11円/kWh（地域活⽤要件あり）
・事業⽤（50kW以上）10円/kWh or ⼊札制

住宅ローン減税
 太陽光発電設備等を導⼊した認定低炭素住宅の新築等に対

して、借⼊限度額の上乗せ措置を適⽤。
控除率︓0.7％、控除期間︓13年等
借⼊限度額︓5000万円

※認定低炭素住宅の認定基準について、太陽光発電設備等の設
置を要件化するなどの⾒直しを本年秋頃に実施予定

※現⾏省エネ基準に適合しない住宅の場合︓3,000万円

オンサイトPPA補助⾦
 ⼯場等の屋根などに太陽光パネルを設置して⾃家消費する場

合など、設備導⼊費⽤を補助。
補助額︓太陽光パネル 4〜5万円/kW

省エネリフォーム税制
 ⾃⼰居住⽤の住宅の省エネ改修を⾏った場合の所得税の税額

控除について、太陽光発電設備を設置した場合、通常よりも最
⼤10万円控除額を上乗せ。

FIT制度での屋根設置案件に対する特例

 既築の建物への屋根設置の場合には、FIT⼊札を免除。
 集合住宅の屋根設置（10-20kW）については、配線

図等から⾃家消費を⾏う構造が確認できれば、30%以
上の⾃家消費を実施しているものとみなし、導⼊促進。

ZEHに対する⽀援

 ３省連携により、太陽光発電設備等を設置したZEHの
導⼊費⽤を補助（令和３年度補正予算30億円の内数及び
令和４年度当初予算390.9億円の内数）。



 ⾃然変動電源の導⼊拡⼤に伴い、デジタル技術を組み合わせた蓄電池等の活⽤や、需給ひっ迫時
等に適切な電⼒融通等を可能とする柔軟な電⼒システムを構築する必要がある。

 このため、蓄電池の導⼊促進策や電⼒系統整備の⽅針について検討を加速化し、早期具体化を図
る。
例.
中⻑期
＜定置⽤蓄電池の導⼊促進＞
 デジタル技術を通じたDRにおける蓄電池の活⽤、および従来の⾃家消費型以上に調整⼒とし
て活⽤が期待される定置⽤蓄電池の導⼊を⽀援

 系統⽤を含む定置⽤蓄電池の導⼊⾒通し策定
 ⼤型蓄電池（系統⽤）を円滑に系統接続できる環境整備
 ⾃⽴的な定置⽤蓄電池導⼊を⽬指した市場等の整備・拡⼤

＜電⼒系統整備の⽅針＞
 再エネ⼤量導⼊とレジリエンス強化を両⽴するべく、需要側の動向も踏まえた全国規模の系統
整備に関するマスタープラン策定

 マスタープラン等を踏まえた地域間連系線及びエリア内基幹系統の増強と、着実な系統整備に
向けた費⽤回収に係る環境整備

 北海道〜本州をつなぐ海底直流送電の整備に関する計画策定
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④電⼒システムの柔軟性向上のための制度整備
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⑤安定供給の再構築に向けた取組

 再エネ⼤量導⼊に向けた移⾏期においては、安定供給のための供給⼒として⽕⼒発電を⼀定程度確
保する必要がある。他⽅、⾃由化や再エネ⼤量導⼊に伴う収益性の悪化、脱炭素化への圧⼒の増
⼤などから、事業上⽕⼒発電の維持は経済合理的ではないケースも増えてきている。

 また、新たな資源として⽔素・アンモニアの活⽤等も重要であり、⻑期的に安価で安定的かつ⼤量に供
給できるような基盤確⽴が必要。

 このため、短期的な供給⼒の調達策や中⻑期的な供給⼒の確保策について、検討を加速化し、早
期具体化を図る。

例.
短期
 需給⾒通しを踏まえた、供給⼒の公募（kW公募・kWh公募）

中⻑期
 近年の需要増加や、電源の補修計画や計画外停⽌を踏まえた調達量の⾒直し等、容量市場
の着実な運⽤

 電源の新設・休廃⽌の⾒通しを早期に把握し、災害等に備えた予備電源を確保
 安定供給の維持、脱炭素化（⽔素・アンモニアの本格的な社会実装等）に向けた投資を促す
ため、脱炭素電源等の建設を対象とした⼊札制度の具体化（23年度導⼊⽬途）





⼊札 １年間の容量⽀払い

実需給年度
（X年）

⼊札年度
（X-4年）

複数年間の
容量⽀払い

②対象

既設

新設
＋

③落札案件の収⼊

①⽬標調達量

①⽬標調達量 ②対象

脱炭素電源への
新規投資

③落札案件の収⼊

⼊札

容量市場の⽬標調達量
の⼀部

運転開始
年度

⼊札
年度

現⾏の容量市場

電源種毎に
建設期間
を考慮

電源種混合の
⼊札を実施

新たな制度措置案

電源種混合の
⼊札を実施

 英国等の制度を参考に、脱炭素電源への新規投資を対象とした電源種混合の⼊札を実施し、容量
収⼊を得られる期間を複数年間とすることで、巨額の初期投資の回収に対し、⻑期的な収⼊の予⾒
可能性を付与する制度措置を、2023年度の導⼊を⽬途として、検討中。
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（参考）電源への新規投資促進のための制度措置の⽅向性
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⑥安全性の確保を⼤前提とした上での原⼦⼒の最⼤限活⽤
 将来にわたり、国際環境の変化や災害等、外的要因に対する耐性が強い供給構造を築くため、
化⽯エネルギーに過度に依存することなく「供給⼿段の選択肢」を確保しておくことが極めて重要。

 こうした観点から、国際的な燃料需給の制約が⼩さく、既に技術的に確⽴した脱炭素電源として、
安全性の確保を⼤前提とした上で、原⼦⼒を最⼤限活⽤していく。

 他⽅、今後の原⼦⼒に係る政策⽅針が明確でなく、産業界が事業予⾒性を持てないまま、
将来への設備･⼈材投資に踏み切れない状況が続いており、⾼い技術⾃給率を持って
いたサプライチェーン等、「将来の選択肢」としての原⼦⼒は危機に瀕している。

 したがって、短期的な再稼働に向けた施策、および中⻑期的な原⼦⼒の必要性とそのあり⽅につ
いて、具体化に向けた検討を⾏う。

例.
短期

既に再稼働を果たした原⼦⼒発電所の最⼤限の稼働確保、稼働の前倒し
さらなる再稼働の早期実現に向けた官⺠の取組(安全向上への事業者の組織改⾰等)等

中⻑期
さらなる再稼働の早期実現に向けた官⺠の取組(官⺠のコミュニケーションの改善等)のあり⽅
安全性の確保を⼤前提とした運転期間の延⻑など既設原発の最⼤限活⽤のあり⽅
新たな安全メカニズムを組み込んだ次世代⾰新炉の開発・建設のあり⽅
バックエンドを進めるための国の積極的な関与のあり⽅ 等




